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※必ずご一読ください。注意事項

●事業内容は現時点のものであり、内容等が変更されている場合があります。

●各事業の詳細については、担当部署にご確認ください。

●事業の活⽤に際し、農業者の皆様に書類作成等の⻑期的な事務⼿続をご依頼するため、農作
 業以外に時間や労力を費やす必要があることをご理解の上、事業の活⽤をご検討ください。

●事業申請の際に定めた目標を達成できない場合や虚偽の申告を行った場合は、指導及び補
 助金の返還の対象となりますのでご注意ください。

●事業着⼿（対象機械等の購入など）については、原則、交付決定後になります。そのため、
 申請前に着⼿した事業については、補助対象とならない可能性があります。
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【新規就農者向け支援策】
●国庫補助事業
№ 事業名 概要 補助率・補助額 補助対象 主な要件 担当部署

1 経営発展支援事業 就農直後の経営発展のために導入す
る機械・施設等を支援する。

３／４補助
（事業費上限1,000万円）

【補助対象者】
認定新規就農者
【補助対象事業】
機械・施設、家畜の導入等の初期投資的な経費（整備等
の内容ごとに事業費が50万円以上）

【主な要件】
①独立・自営就農時の年齢が原則50歳未満であ
ること
②事業実施年度又は前年度に農業経営を開始し、
独立・自営就農をしている又はする予定であるこ
と
③経営を継承する場合、現状の売上若しくは付加
価値額10％以上増加、又は生産コストを10％以
上減少させること
④地域計画のうち目標地図に位置付けられている
又は位置付けられることが確実と見込まれること
⑤取得費用について金融機関から融資を受けるこ
と
⑥環境負荷低減に取り組む意思があること

小山市農政課
農業振興係

(0285-22-9254)

2 就農準備資金 就農前の研修段階に資する資金を交
付する。

交付期間１月につき12.5万円（１年
につき最⼤150万円）を最⻑２年間

【補助対象者】
次世代を担う農業者になることを志向し、就農に向けて
研修機関等において研修を受ける者

【主な要件】
①就農に向けて必要な技術等を習得できる研修機
関等であると栃木県等が公表する研修機関等で研
修を受けること
②研修時間が概ね１年かつ概ね1,200時間以上で
あること
③常勤の雇用契約を締結していないこと
④原則として生活費の確保を目的とした国の他の
事業による給付等を受けていないこと
⑤就農後５年以内に認定農業者又は認定新規就農
者となること
⑥前年の世得全体の所得が600万円以下であるこ
と

公益財団法人
栃木県農業振興公社

農政推進部
（028-648-9515）

/
下都賀農業振興事務所

企画振興部
（0282-23-3425）

1



【新規就農者向け支援策】
●国庫補助事業
№ 事業名 概要 補助率・補助額 補助対象 主な要件 担当部署

3 経営開始資金 就農直後の経営確立に資する資金を
交付する。

交付期間１月につき12.5万円（１年
につき最⼤150万円）を最⻑３年間

【補助対象者】
 認定新規就農者

【主な要件】
①独立・自営就農時の年齢が原則50歳未満であ
ること
②独立・自営就農であること
③経営の全部又は一部を継承する場合は、新規参
入者と同等の経営リスクを負っていること
④地域計画のうち目標地図に位置付けられている
又は位置付けられることが確実と見込まれること
⑤原則として生活費の確保を目的とした国の他の
事業による給付等を受けていないこと
⑥前年の世得全体の所得が600万円以下であるこ
と
⑦環境負荷低減に取り組む意思があること

小山市農政課
農業振興係

(0285-22-9254)

4
経営継承・発展支
援事業

中心経営体等から経営を継承した後
継者がその経営を発展させるための
経営発展計画に基づく取組を支援す
る。

本事業の目的を達成するために必要
となる取組の経費のうち、100万円
以内（定額）

【補助対象者】
中心経営体等から経営を継承した後継者

【主な交付要件】
①中心経営体等である先代事業者からその経営に
関する主宰権の移譲を受けていること
②⻘⾊申告者であること
③主宰権の移譲を受けた日より前に農業経営を主
宰していないこと
④認定新規就農者向け支援策を活用していないこ
と

小山市農政課
農業振興係

(0285-22-9254)
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【集落営農組織等に対する支援策】
●国庫補助事業
№ 事業名 概要 補助率・補助額 補助対象 主な要件 担当部署

1
集落営農活性化プ
ロジェクト促進事
業

多様な農業人材からなる集落営農の
活性化に向けたビジョンづくりや人
材の確保、新たな作物の導入等の取
組を支援する。

集落ビジョン等に基づき、最⻑３年
間（補助上限1,000万円）

【補助対象者】
集落営農組織
集落営農組織が主たる構成員となった連携組織
【補助対象事業】
①集落ビジョンの策定
②集落ビジョンの実現に向けた取組
（ア）新たな農業人材等を雇用する経費
（イ）高収益作物の試験栽培、加工品の試作、販路開
   拓などに取り組む経費
（ウ）組織の法人化に必要な経費
（エ）農業用機械等の導入経費

【主な交付要件】
①生産過程における一部又は全部について共同
化・統一化に関する同意の下に営農している組織
②組織の代表者及び意思決定の方法、事務・会計
の責任者及び処理の方法、財産管理の方法等を明
確にした組織の運営に関する規約・定款が定めら
れていること
③地域計画のうち目標地図又は人・農地プラン等
に位置づけられた組織又は位置づけられることが
確実である組織

小山市農政課
農業振興係

(0285-22-9254)
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【機械・施設等の導入に関する支援策】
●国庫補助事業
№ 事業名 概要 補助率・補助額 補助対象 主な要件 担当部署

1
農地利用効率化等
支援交付金

【融資主体支援タイプ】
地域農業の担い手が、融資を活用し
て農業用機械・施設を導入する際、
融資残に対し補助する
【先進的農業確立支援タイプ】
地域農業の担い手の、農業経営を発
展させたい、規模拡大したいという
思いに向けた取組を支援する

【融資主体支援タイプ】
３／10以内(上限:300万円)
【先進的農業確立支援タイプ】
３／10以内(上限:個人1,000万円, 法
人 1,500万円)

【補助対象地区】
地域計画が策定されている地域
【補助対象者】
地域計画のうち目標地図に位置づけられたもの
【補助対象事業】
農産物の加工、流通その他農業経営の開始若しくは改善
に必要な機械の取得等

【主な要件】
・融資を活用し機械を導入する
・事業が単年度で完了する
・事業費が整備内容ごとに50万円以上である
・機械等の耐用年数が概ね5年以上20年以下
・農業経営以外の用途に供されるような汎用性の高
いものでない
・成果目標に直結する機械等の導入
・既存の機械の単なる更新ではない

下都賀農業振興事務所
企画振興部

0282-23-3425
/

小山市農政課
生産振興係

0285-22-9252

2
担い手確保・経営
強化支援対策

国内外の様々な経営環境の変化に対
応し得る農業経営への転換を図ろう
とする担い手に対し、必要な農業用
機械・施設等の導入に要する経費を
国が補助する

１／２以内(上限:個人1,500万円, 法
人 3,000万円)

【補助対象地区】
地域計画が策定された地区
【補助対象者】
地域計画のうち目標地図に位置づけられた認定農業者等
【補助対象事業】
補助対象者が自ら農業経営発展のため機械・施設等を導
入する取組

【主な要件】
・融資を活用し機械等を導入する
・事業費が整備内容ごとに50万円以上
・機械等の耐用年数が概ね5年以上20年以下
・農業経営以外の用途に供されるような汎用性の高
いものでない
・成果目標の達成に資する機械等を導入
・機械等の園芸施設共済・農機具共済等へ加入

下都賀農業振興事務所
企画振興部

0282-23-3425
/

小山市農政課
生産振興係

0285-22-9252

3
産地生産基盤パ
ワーアップ事業

【収益力向上対策】
収益力強化をめざす産地に対し、農
業機械や集出荷施設等の整備費用を
補助する
【生産基盤強化対策】
ハウスや果樹園、農業機械等の再整
備や生産技術の継承等生産基盤の強
化に必要な費用を補助する
【新市場獲得対策】
海外市場や加工・業務用市場等新た
な市場に対応できる農家を育成する

１／２以内

【補助対象者】
小山市農業再生協議会が作成する「産地パワーアップ計
画」に位置づけられている農業者、農業団体等

【主な要件】
・成果目標の基準を満たしている
・品目ごとに設定する面積以上の産地である
（稲：50ha、⻨：30ha、大⾖：20ha、⻨種⼦：
15ha、大⾖種⼦：5ha、露地野菜：10ha、施設野
菜：5ha 果樹：10ha、花卉(露地)：5ha、花卉(施
設)：3ha）
・導入機械等の投資効率が１以上である
・導入機械等を共済制度等に加入させる
【⻨・大⾖事業のみ】
・「⻨・大⾖国産化プラン」を作成する
・団地化、ブロックローテーション、輪作等の生産
性向上推進のための取組を行う
・生産性向上等につながる成果目標を設定する

下都賀農業振興事務所
企画振興部

0282-23-3425
/

小山市農政課
生産振興係

0285-22-9252

4
⻨・大⾖生産技術
向上事業

⻨・大⾖の増産を目指す産地に対
し、作付けの団地化、ブロックロー
テーション、営農技術、農業機械の
導入などを支援する

①生産性向上の推進や営農技術等の
導入(ソフト)
定額(上限:10,000円／10ａ)
③機械・施設の導入(ハード)
１／２以内(上限:5,000万円)

【補助対象ほ場】
水田活用直接支払交付金の交付対象の水田
【補助対象作物】
小⻨、⼆条大⻨、六条大⻨、はだか⻨、大⾖
【補助対象者】
年間150日間以上農業に従事する者が5名以上で組織する
団体

【主な要件】
・「⻨・大⾖国産化プラン」を作成する
・生産性向上等につながる成果目標を設定
・品目ごとに設定する面積以上の事業計画
（⻨：30ha、大⾖：20ha、⻨種⼦：15ha、大⾖
種⼦：5ha）

下都賀農業振興事務所
企画振興部

0282-23-3425
/

小山市農政課
生産振興係

0285-22-9252

5
畜産・酪農収益力
強化整備等特別対
策事業

畜産・酪農の収益力及び生産基盤の
強化を図るため、地域が一体となっ
て行う取組に対して支援する

１／２以内
【補助対象者】
畜産農家が地域関係者等で組織した「畜産クラスター協
議会」

「畜産クラスター協議会」が定めた「畜産クラス
ター計画」が、県知事より、認定を受けている

下都賀農業振興事務所
企画振興部

0282-23-3425
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【機械・施設等の導入に関する支援策】
●県単補助事業
№ 事業名 概要 補助率・補助額 補助対象 主な要件 担当部署

1
土地利用型園芸ス
ケールアップ事業

主食用米から需要が見込まれる土地
利用型園芸作物への作付け転換を図
るため、産地規模拡大や複数産地の
連携・契約取引の促進等を支援する

【土地利用型園芸新たなチャレンジ支援事業】
ソフト １／２
ハード 施設(４／10),機械(１／３)
【土地利用型園芸メガ産地育成強化事業】
１／２

【土地利用型園芸新たなチャレンジ支援事業】
ソフト 試験栽培への支援、作業委託、機械レンタル
ハード 新たな露地野菜の生産に必要な機械・施設等
【土地利用型園芸メガ産地育成強化事業】
新たな作型の導入、同一ロットによる販売力の強化

・「園芸メガ産地づくり基本構想」の承認
 を県知事より受けた地区
・目標年度において①又は②を満たす
 ①露地野菜の作付面積が50ha以上
 ②露地野菜の販売額が250,000千円以上

下都賀農業振興事務所
経営普及部

0282-24-1101
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【経営所得安定対策事業に関する支援策】
●市単補助事業
№ 事業名 概要 補助率・補助額 補助対象 主な要件 担当部署

1 担い手加算補助金
担い手の育成及び⻨の⽣産性向上を
図るための事業に要する経費を補助
する

1,300円以内／10ａ 小山市農業再⽣協議会

市内の農業者又は農業者等が組織する⽣産組織若
しくは団体で、年度当初において、経営所得安定
対策事業に同意し、小山市農業再⽣協議会に「営
農計画書」を提出している

小山市農業再⽣協議会
0285-33-3211

2 二毛作助成補助金
⻨と飼料⽤⽶、加⼯⽤⽶、はとむぎ
又は大豆の二毛作の作付けに要する
経費を補助する

2,000円以内／10ａ 小山市農業再⽣協議会

市内の農業者又は農業者等が組織する⽣産組織若
しくは団体で、年度当初において、経営所得安定
対策事業に同意し、小山市農業再⽣協議会に「営
農計画書」を提出している

小山市農業再⽣協議会
0285-33-3211

3
はとむぎ⽣産拡大
事業費補助金

小山市の特産物であるはとむぎの⽣
産拡大推進を図るための事業に要す
る経費を補助する

15,000円以内／10ａ 小山市農業再⽣協議会

市内の農業者又は農業者等が組織する⽣産組織若
しくは団体で、年度当初において、経営所得安定
対策事業に同意し、小山市農業再⽣協議会に「営
農計画書」を提出している

小山市農業再⽣協議会
0285-33-3211

4
高収益作物導入補
助金

本市農業を、⽶⻨から露地野菜への
転換を図り、収益性の高い水田農業
への構造改革を図るため、水田に露
地野菜を導入するための経費を補助
する

１年目７万円／10ａ
２年目５万円／10ａ
３年目３万円／10ａ

市内に住所を有する個人事業者、市内に主たる事務所を
有する認定農業者、認定新規就農者、集落営農組合等

市内の農業者又は農業者等が組織する⽣産組織若
しくは団体で、年度当初において、経営所得安定
対策事業に同意し、小山市農業再⽣協議会に「営
農計画書」を提出している

小山市農政課
⽣産振興係

0285-22-9252
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【畜産・家畜防疫に関する支援策】
●市単補助事業
№ 事業名 概要 補助率・補助額 補助対象 主な要件 担当部署

1
おやま和牛肥育素
牛導入補助金

本市を代表するブランドであるおや
ま和牛の生産振興を図るため、おや
ま和牛の肥育素牛を導入する経費を
補助する

１頭につき１万円(上限:100頭)
市内に主たる事務所を有する法人又は市内に住所を有す
る和牛の飼養を行う者

市内で飼養を行うために導入した肥育素牛の購入
に要した経費である

小山市農政課
生産振興係

0285-22-9252

2
自衛防疫促進事業
補助金

畜産団体等が行う各種伝染性疾病の
発生を未然に防止するための各種防
疫事業に要する経費を補助する

１／５以内 市⻑が農業振興促進上必要であると認める者
市内の農業者又は農業者等が組織する生産組織若
しくは団体が、農業振興の促進に資することを目
的に行う事業である

小山市農政課
生産振興係

0285-22-9252

3
豚熱予防的ワクチ
ン接種費補助金

豚熱の感染を未然に防止し、養豚経
営の安定を図るため、家畜伝染病予
防法基づき実施する豚熱予防注射に
係る費用を補助する

定額 市内に農場を有する養豚経営体

栃木県が家畜伝染病予防法（昭和二十六年法律第
百六十六号）第六条第一項に基づき実施する豚熱
予防注射又は第三条の二第一項に基づく特定家畜
伝染病防疫指針に規定された知事認定獣医師が実
施する家畜の注射に係る費用である

小山市農政課
生産振興係

0285-22-9252
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【その他支援策】
●市単補助事業
№ 事業名 概要 補助率・補助額 補助対象 主な要件 担当部署

1 直播栽培補助金
水稲の生産における労働時間及び生
産費の低減を図るための直播栽培に
要する経費を補助する

15,000円以内／10ａ 市⻑が農業振興促進上必要であると認める者
市内の農業者又は農業者等が組織する生産組織若
しくは団体が、農業振興の促進に資することを目
的に行う事業である

小山市農政課
生産振興係

0285-22-9252

2
ユネスコ無形文化
遺産本場結城紬生
産振興補助金

本場結城紬の生産に係る養蚕事業の
振興を図るための事業に要する経費
を補助する

予算の範囲内 JAおやま

市内の農業者又は農業者等が組織する生産組織若
しくは団体であり、かつ次のいずれかの事業に係
る経費である
 ①市内で養蚕を行うため、稚蚕を導入する
 ②市内で生産された、繭格の等級が５Ａ格(解
じょ率が85%以上)もしくは４Ａ格(解じょ率が
80%以上85%未満)の繭を出荷する
 ③市内で養蚕を行うにあたり、養蚕作業繁忙期
において、採桑、給桑、上蔟、収繭の作業に必要
となる養蚕ヘルパーを雇用する

JAおやま営農経済部
養畜産課

0285-33-3088

3 GAP取得推進事業

農畜産物の安全性及び品質の向上、
環境の保全等を推進するＧＡＰの認
証取得のために必要な経費の一部を
補助する

１／２
市内に住所を有する個人事業者、市内に主たる事務所を
有する農業生産組織等

次のいずれかの認証取得に係る経費である
 ①とちぎＧＡＰの第三者確認
 ②ＪＧＡＰ
 ③ＡＳＩＡＧＡＰ
 ④ＧＬＯＢＡＬＧ.Ａ.Ｐ.

小山市農政課
生産振興係

0285-22-9252
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